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京都の大学クラスターは地域経済でどのような役割を果たしているか（2）
― 産業連関表からの階層的地域産業構造の可視化と分析 ―

金　光　　　淳

要　約

　産業連関表から，産業連関ネットワークを分析するために「反復スケーリング」という紐帯の結合強度測定の計算方
法を提案し，他の有力方法との比較によりその有効性が示される．この方法と杉山の階層的描画を併用し，産業連関表
からのバリューチェーン可視化方法が提案される．これを利用して，京都の階層的な産業連関バリューチェーン・ネッ
トワークが摘出，可視化される．新規提案の 24部門分類に基づいた 2015年の産業連関表分析から，付加価値が低い川
上には「化学工業，石油・石炭関連部門」，「はん用，生業用・業務用機械器具製造」，「（一般）サービス業」などの産業
が位置し，付加価値が高い川下には「学術研究，専門技術サービス業，教育，学習支援業」，「公務」，「電子部品・デバ
イス・電子回路製造業」が位置していることが示される．これらの結果は，大学がクラスターをなす学術産業都市とし
ての京都の産業構造を示唆している．

キーワード：産業連関表分析，新産業分類，社会ネットワーク分析，反復スケーリング法，階層描画法，京都府産業構造，
コンソーシアム京都課題調査，オペレーション・リサーチ，杉山フレームワーク，情報可視化

1．産業連関分析の方法

1-1　産業連関表はどのようなものか

産業連関表とは，経済統計の一種であり総務省は「作成対象年次における我が国の経済構造を総

体的に明らかにするとともに，経済波及効果分析や各種経済指標の基準改定を行うための基礎資料

を提供することを目的に作成しており，一定期間（通常 1年間）において，財・サービスが各産業

部門間でどのように生産され，販売されたかについて，行列（マトリックス）の形で一覧表にとり

まとめたもの」と説明している．それは産業部門の分類次元によって 13部門，37部門，107部門，

157部門に集計され，経済構造の実際の把握と評価，各種政策の立案の利用されている 1）．産業連関

表の（i.j）成分は，産業部門 iから jへの一定期間内の取引金額を集計し，それ自体地域の各事業所

に対する詳細なサーベイに基づいている．通常は都道府県や政令指定都市などの単位で集計・発表

される．英語では Input-output Tableと呼ばれる産業連関表は，近年では環境，エネルギー，資源，

国土交通，家系．医療，雇用，観光，歴史分析など様々な領域の研究に応用されている（宍戸，

2010）．

1）　都道府県によって集計・公表される部門数は多少異なり，産業基盤の弱い沖縄県の 35部門から，強い広島県の 45

部門まで幅があり，その都道府県で重視する産業を別分類で集計することもある．例えば北海道では畜産業，広島で
は船舶・同修理産業部門が別集計されている．
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2015年の 37部門京都府産業連関表で対角成分を 0にして取引高の絶対量を表現すると，図 1-1の

ように，奥の「壁に近い」側に高い山がいくつか見出される．この「最も高い山」は，3鉱業から

22電力・ガス・熱供給産業への取引金額を表し，最大の取引額であることを意味している．図の手

前側の「高い連山」は，コード番号 20台の産業部門の間で相互取引が盛んに行われ，局所的に不均

等な取引構造が存在していることを示している．したがって取引関係から産業部門間の連関性を厳

密に測定するためには理論的に工夫された計算を行う必要がある．

経済学的な産業連関分析では，対角成分も考慮され，各産業部門間の需給関係は「投入係数」と

いう指数や逆行列係数などで計算される．また最終需要項目別生産誘発依存度として家計外消費支

出，民間消費支出，一般政府消費支出などに対する生産誘発依存度も計算される．これらは経済学

的な概念であり，われわれにとってはかなり疎遠な概念であるが，企業業績や人的関係性（役員兼

出所）京都府ホームページよりダウンロード

表 1-1　京都府 13 部門の産業連関表（2015 年）

図 1-1　京都府産業連関表（2015）の 3Dプロット
注）表の行と列の番号は左の産業分類コードに対応している．Mathematica 13.01で計算，作成．
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任関係など）と関連づけられ，企業間レベルで測定されたとしたら，もっと親しみのある研究領域

となるであろう．

企業レベルではないものの，地域活性化議論の中で，近年の経済産業省が全国 9地域で集計して

いる地域間産業連関分析表が注目され，地域間の詳細な経済依存関係の分析が盛んに行われるよう

になっている（浅利・土居，2016；山下，2016；寺崎，2018）．これらは地域でのイノベーションの

創発に関心のある経営学や経済社会学にとっても極めて関連の深い領域となっていると思われる．

また経済統合の進む EUでは国際間の経済依存関係（バリュー・チェーン）を測定する分析も使わ

れており，アジアでもアジア経済研究所が中心となってアジア国際産業連関表分析が行われている

ことも付け加えておこう（桑森，2022）．

一般に産業連関表の利点と欠点としては，以下が挙げられる．

1）利点として，都道府県・市レベルに至るまで経済の動向を産業別に詳細に集計し，財・サービス

の「購入→生産→販売」という連鎖的を表しているので「阪神が優勝したときの大阪経済への波及

効果」などの経済波及効果も測定できる 2）．観光経済学では「観光イベント」の経済波及効果の予測

が求められる．

2）欠点としては，集計に多大の手間がかかり，数年を要するために，ほぼ 5～ 6年後にしか結果が

わからず，現状の評価に利用するには大きな制約があることが挙げられる．コロナ禍で一瞬にして

観光業が大幅に縮小したように，突発的な感染症やウクライナ戦争なに代表される国際紛争などに

よって，突如として大きな産業構造の変化を被ることを考えると，タイムラグの大きいこのデータ

を使用することの有効性は損なわれつつあるとも言える 3）．ただし，集計分類が元々は細かくない産

業部門周期では産業部門間のパターンや反応係数などは比較的頑健であると仮定できるかもしれな

い．

近年，「つながり」の科学としてのネットワーク科学が登場し（Newman，2018），経済学，経営学，

社会学の垣根を超えて，ネットワーク分析的な産業連関分析が登場している（Tsekeris，2017）．こ

れらは需給関係のダイナミズムに焦点を当てた正統派経済学の枠組みとは大きく異なる．そこでは

取引関係の関係性が重視され，産業部門間の依存関係を「紐帯の強度」として解釈し，ネットワー

ク構造に焦点を当てている点に特徴がある．そこではネットワーク・トポロジー，ノードやエッジ

の分布，ネットワーク・モチーフ構造，コミュニティやサブ・グループ構造，中心性，推移性，階

層性，同類結合性，構造的空 などが細かく探索される．経営学，経済学の分野でも経済（経営）

パフォーマンスも含め，特許数などの他の変数と関連づけられ分析されることが多い（金光，2011，

2）　関西大学名誉教授の宮本勝浩による経済効果の試算は関西のマスコミで大きく取り上げられることで有名である．
3）　これを補うために，予算的な制約のある小規模な自治体などでは，サーベイによらない推計方法を利用したノン・サー
ベイ法が利用されることがある（寺崎，2018）．
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2014，2018）．部門間の関係性＝「つながり」を測定するためには，一般的には対角成分を除き，例

えば当該産業部門の取引額の他の産業部門に対する行和（列和）に対する「相対的シェア」を求める．

紐帯の形成には，閾値を設定して二項化する必要がある．そのため，この作業は「恣意的」となら

ざるを得ないという欠点もある．上の図でもみたように，小規模取引の産業部門と大規模取引の産

業が偏在する場合，相対値を求める際にも，産業部門との取引額間の規模をコントロールし，標準

的な値で計算されるべきである．そこで，最初にそのような計算方法のいくつかを検討してみよう．

1-2　Zスコア法

静岡県は缶詰，受験添削業からプラモデル，製紙工業から楽器，オートバイまで多様な産業を有し，

近年工業出荷額が全国第 3位に躍進している工業県で，産業連関分析が盛んである．静岡大学の上野・

斉藤・沖本（2016）は，標準化の方法として，以下のような方法を提案している．彼らのモデルでは，

「ある産業 iから jへの取引高は iの総供給量と jの総需要に比例する」という帰無仮説を設定し，実

際の取引高と仮説の期待値との差で標準化する．これを彼らは「Zスコア法」と名づけている 4）．

いま Eijを産業 iから jへの取引高，Ejiは産業 jから iへの取引高，Nは産業部門数であり，

　　　 （1）

は産業 iの全取引量である．つまり，ここでは取引の方向性は無向化されることになる．

　　　  （2）

は全産業での総需要量（総供給量）である．

このとき産業 iの取引率は，以下となる．

　　　　  （3）

産業 iから jへの供給量と需要率に基づく仮説の取引量は，

　　　  （4）

4）　Zスコアは，本来的な意味では各値の平均からの差を標準偏差で除したものである．ここでは標準値で除している
という意味で使用していると思われるが，ややミスリーデイングな表現であることは否めない．

+

=  /

= ×  × 
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産業 iから jへの取引高の「Zスコア」

　　　  （5）

で求めるとする．

このような成分からなる行列を「Zスコア行列」と呼ぶと，これは N × Nの重みつき行列である．

標準化により，帰無仮説を棄却できる程度に有意な違いがあるものとして産業部門間の連関度＝結

合度が測定できることになる．例えば，5％レベルで有意な紐帯の強さを抽出したい場合は，閾値α

を 2に設定して二項化すれば産業連関の有意な結合強度のネットワークが得られることになる．こ

れは多くの「恣意的」な尺度とは異なり，「統計理論」に基づいて紐帯強度を測定している点で「厳

密な」尺度である．上野らの方法ではさらに Zスコア行列の段階で非類似度を求め，全域最小木で

可視化する方法を提案している 5）．この方法によって，やや複雑すぎる部門間のネットワークを最小

限の縮約構造で可視化できるので，非常に便利である．静岡県のデータでこれを求めたものが図 1-2

である．ここでは，輸送機械や飲食料品，鉄鋼産業など核となる産業部門から関連産業部門が放射

状に連結している様子が見事に表現されている．

しかし他方で，この方法は，本来方向がある取引関係の方向性を捨象しているので，詳細な産業

構造分析ができないという欠点を抱えている．ダイグラフを扱えないために分析方法の種類が限ら

れてしまい，川上から川下からまでの階層取引構造が確定できない．

5）　最小全域木（Minimum Spanning Tree：MST）は，グラフ理論における木（閉路を持たないグラフ）のうち，グラ
フのすべての点とそのグラフを構成する辺の一部のみで構成される木である．最小全域木とは，重みがあるグラフに
おいて，そのような全域木のうち最小の総和コストで構成される全域木である．これは経営工学などにおいて最短経
路問題などの解決に使用される．

= × × × × × × = × × 

図 1-2　2015 年の静岡県 37部門の産業連関表による全域最小木
注）Mathematica 13.01で計算
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1-3　反復スケーリング法

前節で検討した Zスコア法の欠点を補正しつつ，Zスコア法を補完できるような方法として「反

復スケーリング法」という方法を提案する．反復スケーリング法は，ログリニアモデルをフィット

させるための計算方法として使用されてきた（Darroch and Ratcliff，1972）．簡単に要約すれば，行

と列のプロフィルを極限まで収束させる計算法である（図 1-3）．

1）  対角成分（同じ部門の取引額）は 0と

し産業連関表のような正方行列のみを

考える．

2）  まず，各成分を各行和で除するという

操作を行う RowScaleと名づける．

3）  次に，各成分を各列和で除するという

操作を行う ColumnScaleと名づける．

4）  RowScaleと ColumnScaleを反復的に繰

り返し，収束させる．

5）  閾値を平均値に設定する．それは部門の数を Nとした場合 1/N=（N-1）/N（N-1）で計算される．

以下で示すように平均値による閾値設定は，恣意的な面はあるものの，ヒューリスティックな妥

当性がある．これを簡単に説明しよう．

まず，図 1-4のように，先の

Zスコアで得られた 5％有意な

結合強度を閾値として二項化し

37ノードからなるネットワー

クを誘導しておく．次に提案の

「反復スケーリング法」によっ

て誘導されたネットワークに対

してその密度を求め「Zスコア

法」によって誘導されたネット

ワークの密度を 46各都道府県

（HPから入手できない石川県以

外は除いた）で比較する（図

1-5）．

図 1-3　反復スケーリングの概要

図 1-4　静岡県の Zスコア誘導ネットワーク（2015）
注）  ノードの大きさはページランク中心性の大きさを表す．Mathematica 

13.01で計算, 作成.
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部門数が若干異なるので，都道府県間の比較はあまり意味がないが，沖縄を除く 45府県（と全国）

で Zスコア法によって得られたグローバル・ネットワーク密度は，反復スケーリング法で得られた

それよりも，ほぼ全般に高いことがわかる（しかも沖縄では両者の差はわずかである）．特徴的なのは，

反復スケーリング法で誘導されたネットワークの密度のレンジは極めて低く，0.213～ 0.255の狭い

範囲で安定した値をとっていることである．また両者の平均差は 0.07ほどに過ぎない（表 1-2）．こ

れは反復スケーリング法では有向グラフの密度であるため，密度は一般にかなり小さくなりやすい

ことを考慮すると意外な結果である．この点は尺度としての「感度の悪さ」とも解釈できるが，他

方でレンジが狭いという意味で安定した尺度であることは，都道府県の間でのネットワーク・トポ

ロジーの違いを比較する上では有利な尺度だと言えよう．というのは，密度をコントロールした上

で産業部門間のネットワーク構造（トポロジー）を比較することの妥当性を保証するからである（坂

田ら，2005）．以下の論文ではこの性格を存分に利用した分析を行う．

図 1-5　2つの方法によるグローバル・ネットワークの密度比較 1

表 1-2　両方法によるグローバル・ネットワーク密度比較 2
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1-4　反復スケーリング法による階層構造の摘出

反復スケーリング法によって得られた結果が有向グラフであることは，ネットワーク分析の可能

性を広げることに貢献する．その一つとして階層的描画法を適用して産業連関の階層的な構造，川

上から川下までのバリューチェーンを摘出できることを示す．

階層構造は，layered graphとも呼ばれ，世界的にも有名な工学者である杉本公造らがそのフレー

ムワーク（しばしば「杉山フレームワーク」と呼ばれる）を提案し，これに依拠するアルゴリズム

が改良されてきた．彼らは，可読性の高いグラフレイアウトを生成するためのいくつかの「美的基準」

を次のように提案している（Sugiyama, Tagawa, and Toga, 1981）．

1. 全ての辺をできるだけ一方向に向け；2. 辺の長さをできるだけ短くする；3. 全ての階層に頂点を

一様に配置する；4. 辺の交差をできるだけ少なくする；5. 辺をなるべく直線に保つ，である．

図 1-6で要約されるように，これらは有向グラフにおける（1）閉路（＝いくつかの辺が相互に連なっ

て 1つの輪を形成しているグラフ）除去；（2）階層割当；（3）交差削減；（4）座標割当の 4ステッ

プの手順によって近似解法を使用して最適化し解いていく（尾上，2018）．この分野のアルゴリズム

研究には伝統的に日本人研究者の功績が大きい（三末・杉山，1989; Sugiyama and Misue, 1991）．階

層的描画方法は，情報工学的発想から開発され，実際に図的思考を支援するツールとして教育的に

も使われているほか，ソフトウエア・モジュールの依存関係，家系図や論文の引用関係などの可視

化に使用されうる．さらに経営学的にも（また社会学的にも）ブランド連想ネットワークなどにも

応用できる可能性がある．

この論文の課題である産業連関表分析の文脈では，理論上では上流に位置する産業が最も付加価

値の低い産業部門を配置し，下流に位置する産業部門が最も付加価値の高い産業部門として配置す

る方法を提供すると期待できる．これによって他県との差別化戦略も明確化できる．しかし，すぐ

下で見るように，これが成り立つためには閾値の厳密な設定問題以前に，産業分類のカテゴリーの

グルーピングをいかに「上手く」行うかという「実践知」に依存している部分も大きいだろう．こ

れは人々のカテゴリーによる差異に注目する社会学的研究方法と基本的には同じである．しかし，

図 1-6　杉山フレームワークの図解
出所）尾上（2018）からの転用
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産業のカテゴリー化については経済学や経営学では社会理論のような多様な理論が不足しており，

融通の効かない官僚的，行政的な区分けが存続している可能性もあろう．そもそも 37分類は，どの

程度の分別力のある分析を可能にするのでろうか．

これを検証するために，37部門集計の産業連関表を発表している 28都府県について反復スケーリ

ング法で二項化した方法でどのような階層構造が得られるかを比較した．表 1-3では最川上産業に位

置する産業部門と最川下産業に位置する産業部門をそれぞれ確定した．

最川上産業では対事業所サービス部門，分類不明，金属製品が圧倒的に多く，また最川下産業で

は公務，個人サービスや農林漁業，鉱業などのパターンが多い．農林漁業は多くの都府県で最川下

産業に位置する場合が多い．多くの都府県で農林漁業は産品として重視されているので，バリュー

チェーンとしては最川下産業に位置することは不思議ではない．

この点から，都府県間で大きな差別的特徴は見出すことができない「感度の悪さ」と考えること

もできるが，北関東の 3県，東京都，大阪府，兵庫県などではユニークな最川下産業を確定してい

ることを考慮すれば，そのような判断は早計だろう．

反面，工業県である静岡県と，決して工業県とは言えない香川県の最川下産業は対事業所サービ

ス部門と鉱業であり，両者を峻別できないのは大きな問題である（図 1-7）．また京都府も公務と農

林漁業が最川下産業であることしか示されていないことは決して「腑に落ちない」であろう．もっ

と中間に位置する産業部門にも注目する必要もあるかもしれない，

実は 37のセクター数であっても可視化するのは複雑過ぎる．可視化自体が重要であれば，Zスコ

ア法のようにMSTに落とし込む方法の方が，かえってメリットは高いかもしれない．また，それを

補完するために，凝集的な部分をクラスター化しつつ，ノードを階層的に配置するハイブリッドな

方法で対処することもできるだろう．コミュニティ分解の中で階層的描画法を使用する例がこれで

ある．



京都マネジメント・レビュー　　第 41号10

図 1-8は，補完的な試みとして，コミュニティ分解の中で階層的描画法を実行した例である．ここ

では香川県の階層構造と静岡県のそれは十分に分別されており，地理的にも多様性がある工業県の

静岡県では 4つのクラスターに分割され，より複雑な産業構造が抽出されているが，商都高松を擁

するとは言え工業的基盤は弱い香川県では，3つのクラスターからなる産業構造が見出された．しか

しながら，本来の目的である分別的な階層的バリューチェーンを可視化すためには，産業分類の数

をある程度減らして再統合する工夫も必要となろう．次章ではこの問題に取り組んでみよう．

表 1-3　37 部門分類の都府県の階層的産業構造の要約
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図 1-8　階層的なコミュニティ構造の比較
注）Mathematica 13.01で計算，作成．イメージだけで，産業部門名は詳細に表示してない．
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2．京都府の産業構造はどのようになっているか：24分類の提案

この論文は社団法人コンソーシアム京都の課題研究の一部であり，各大学から文部科学省に報告

される産業別就職関係のデータを集計している．ところが，文科省の産業別分類は総務省の採用す

る産業分類とは若干異なる 29部門の産業分類方式である．それは，

  {A農業林業 ; B漁業 ; C鉱業，採石業，砂利採取業 ; D建設業 ; E1食料品，飲料など ;E2繊維工業 ; 

E3印刷，同関連業 ; E4化学工業，石油・石炭関連 ; E5鉄鋼業，非鉄金属・金属製品製造 ; E6は

ん用，生業用・業務用機械器具製造 ; E7電子部品・デバイス・電子回路製造業 ; E8電気・情報通

信機械器具製造 ; E9輸送用機械器具製造 ; E10その他製造業 ; F電気・ガス・熱供給・水道業 ; G

情報通信業 ; H運輸業，郵便業 ;I卸売業・小売業 ; J金融，保険業 ; K不動産業，物品賃貸業 ; L学

術研究，専門技術サービス業 ; M宿泊業，飲食サービス業 ; O教育，学習支援業 ; P医療，福祉 ; 

Q複合サービス事業 ; Rサービス業（他に分類されないもの）; S公務 ; 上記以外のもの }

という分類スキームを採用している．文科省の分類は，製造業を 10部門にコンパクトに集約してい

るのが特徴である．反面，農業林業と漁業を細かく分け，さらに文部科学省の関心の高い「学術研究，

専門技術サービス業」と「教育，学習支援業」を分けており，やや冗長である．他方，総務省の産

業分類では，

  {農林漁業，鉱業，飲食料品，繊維製品，パルプ・紙・木製品，化学製品，石油・石炭製品，プラ

スチック・ゴム製品，窯業・土石製品，鉄鋼，非鉄金属，金属製品，はん用機械，生産用機械，

業務用機械，電子部品，電気機械，情報通信機器，輸送機械，その他の製造工業製品，建設，電力・

ガス・熱供給，水道，廃棄物処理，商業，金融・保険，不動産，運輸・郵便，情報通信，公務，

教育・研究，医療・福祉，他に分類されない会員制団体，対事業所サービス，対個人サービス，

事務用品，分類不明 }

と，さらに細かい分類になっている．特に「廃棄物処理」「他に分類されない会員制団体」「事務用品」

など，明らかに冗長ではないかとも思える項目も別項目で分類されている 6）．そこで，この 2つの体

系を上手く両立させるような，29項目より少ない新分類体系を構築する必要がある（図 2-1）．この

作業は，産業分類の縮小的再統合のために極めて都合のよい作業となるだろう．

6）　詳しい事情は明確ではないものの，同和政策なども絡んだ「何らかの政策的な配慮」のためと推察できる．しかし「廃
棄物処理」を 37部門の一つの項目にすることは，持続可能性を意識した「環境保護産業」の保護育成の観点からは現
代的な意義を有するかもしれない．
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図 2-2では，真ん中に新たな提案する産業部門分類を示している．ここでは製造業に関しては概ね

文部科学省の分類方式を採用したが，「学術研究，専門技術サービス業」と「教育，学習支援業」は

統合した．その結果，「窯業・土石製品」はその他製造業に「プラスチック・ゴム製品」は「化学工業，

石油・石炭関連」に統合された．

図 2-1　産業連関表の新分類のための枠組

図 2-2　文科省分類 29と総務省産業連関 37分類と新 24 分類の対応関係
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24部門は {1農林漁業，2鉱業，3建設業，4飲食料品，5繊維工業，6印刷，同関連業，7化学工業，

石油・石炭関連，8鉄鋼業，非鉄金属・金属製品製造，9はん用，生業用・業務用機械器具製造，10

電子部品・デバイス・電子回路製造業，11電気・情報通信機械器具製造，12輸送用機械器具製造，

13その他製造業，14電気・ガス・熱供給・水道業，15情報通信業，16運輸業，郵便業，17卸売業・

小売業，18金融，保険業，19不動産業，物品賃貸業，20学術研究，専門技術サービス業，教育，学

習支援業，21医療，福祉，22サービス業，23公務，24上記以外のもの }である．この新分類を使っ

て 2015年の京都府の産業連関表を再集計し，反復スケーリング法で有向の産業連関ネットワーク（図

2-3）の中心性の分析は公務や研究・教育部門の卓越性を示している（表 2-1）．

図 2-3　反復スケーリング法による有向ネットワーク
注）点の大きさはページランク中心性の大きさを示す. Mathematica 13.01で計算, 作成.

表 2-1　24 部門の産業連ネットワークの各種中心性と構造的制約
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図 2-4（A）は，24部門の階層的産業連関構造を表現したものであるが，37部門分類のそれとは異

なり，ある程度「納得できる」結果が得られていると思われる．ここでは最上流には化学工業，石油・

石炭関連部門，はん用，生業用・業務用機械器具製造，（一般）サービス業などが位置し，中間には

運輸業，郵便業，電気・ガス・熱供給・水道業，卸売業・小売業，同関連業と情報通信業などが位

置する．その少し下流には電気・情報通信機械器具製造，情報通信業などが，そして最も付加価値

の高い最下流には学術研究，専門技術サービス業，教育，学習支援業，公務，電子部品・デバイス・

電子回路製造業が位置している．これらから，大学がクラスターをなす学術産業都市としての京都

の産業構造が読み取れるかもしれない．実は図 2-4（B）で表されているように，この構図は 37部門

の階層的なコミュニティ分解でもすでに可視化されており，研究・教育を最下位とする左側クラス

ターと電子部品を最下位とする右側クラスターが左右で分割されているのである．これに対して，

図 2-4（C）のように 24部門の階層的コミュニティ分解では，やや異なった分割内容を与えているも

のの，その構図は大きくは異ならない．

図 2-4　京都府の階層的ネットワーク
注） Mathematica 13.01で計算, 作成.
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まとめと今後の課題

この論文では，大学法人コンソーシアム京都の課題研究として，京都府の階層的な産業部門間構

造の可視化と分析のために，経済部門間の紐帯強度を標準化する反復スケーリング法を提案した，

また，いわゆる「杉山フレームワーク」と反復スケーリング法を併用する方法を探索した．このと

き大学人材を産業別に分類した学校調査との整合性を求め，セクター数を 24に縮約する新産業分類

も提案された．

これら方法を使った階層的な産業連関構造の可視化と解析により，電子部品を中核としたハイテ

ク産業都市であり，大学がクラスター化することで教育・研究関連産業が他の産業分野と固有の強

度の関係を持つ京都の産業構造を描き出すことに成功していると言える．しかし，これは，規模的

には取引額が決して多くない教育・研究関連産業が，セクター数の縮減によって「特別項目」化し，

相対的に存在感が増すという大きな「恩恵」を受けた可能性もある 7）．いずれにしても大学発のベン

チャーが求められている昨今，教育・研究セクターに焦点を当てた産業連関分析は重要性が増して

くることは間違いなく（忽那，2022;各務，2021），そのような役割をリードすべき大学法人コンソー

シアム京都が存在する京都府の産業連関分析でなされたこの研究が，そのような方向の先駆けとな

れば幸いである．

実は，バリューチェーンと同値のサプライチェーン・マネジメントの研究において「上流度指数」，

「下流度指数」という興味深い指標が考案されている．Antrà sら（2012）は，米国の産業連関表を用

い分析し，鉱業・採石業が高い上流度指数を示し，食品関連産業が高い下流度指数を示していたこ

とを明らかにしている．桑森（2022）は，アジアにおける国際サプライチェーンにおいて「上流度

指数」「下流度指数」を測定している．この 2つの指標は日本の階層的な産業部門間構造分析にも適

用可能であろう．

さらに喫緊の課題としては，ここで得られた産業連関構造データを大学に対して収集した産業別

大学人材輩出データ，大学の産業別知財データ，大学の産業別共同研究データと関連させて準因果

的な解析を行うことである．また階層の中間層に注目し，階層的な産業連関構造を測定するための

指標の開発も課題である．より根本的課題としては，国の経済統計収集方法，おそらく DX化の進

展にも関わるが，取引データのタイムラグを縮めるための効率的で高速なデータ収集方法に関する

検討が進められてもいいだろう．

7）　日本最大の愛知県の工業県である愛知県の産業連関構造では 37部門ではなく 43部門の産業連関表が使用されてい
る．最下流には公務，対人サービスのほか，取引額の大きい特別分類の航空機産業が位置していることは興味深い．
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添付資料：新 24分類による 2015 年の京都府産業連関表
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What Role Does a Cluster of Kyoto Universities Play in the Regional Economy? :

Visualization and Detection of Hierarchical Industrial Structure of Kyoto Prefecture

Jun KANAMITSU

ABSTRACT

In Kyoto, a cluster of universities play a key role in the regional economy. With a help of network analysis tools and 

hierarchical graph drawing techniques known as “Sugiyama Framework,” we visualize and detect a hierarchical structure 

among Kyoto industries based on input-output tables collected in 2015. We discover that the R&D and university education 

sector is positioned at the downstream along with the electrical devices industry, the key industry in Kyoto. A new 

framework for merging the traditional 37 industrial categories into 24 is also proposed, which enables us to do correlation/

quasi-causal analyses on science-technology-university linkages by industrial sector.




